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1.1 杭基礎構造システム 
杭基礎構造システムとは，杭，パイルキャップ，基礎梁，柱部分の総称である。本資料では，各部の

名称と位置について，鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説[1-1]を参考に，図 1.1.1

のように定義する。なお，杭基礎構造システムでは杭体の一部がパイルキャップにのみこまれた形で杭

体とパイルキャップが接合される場合がある。この時，図 1.1.1(b)のように杭体とパイルキャップとの

接合境界面を，本資料では杭頭接合面とする。また，杭の上部分を杭頭部とする。本資料では，コンク

リート系の杭体として，場所打ちコンクリート杭及び既製コンクリート杭を対象として研究を実施する。 

 

 
  (a) 建築物全体 (b) 杭基礎構造システム 

図 1.1.1 杭基礎構造システム 各部の名称 
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1.2 本資料の位置づけとその構成 
図 1.2.1 に本資料の位置づけを時系列で図示したものを示す。2011 年の東北地方太平洋沖地震や，

2016 年の熊本地震では，建築物の杭基礎に発生した被害が原因で上部構造物が傾き，当該建築物が地

震後継続使用できなくなる事例が報告されている[1-2][1-3][1-4][1-5]。現行基準における杭基礎構造システム

は，中小地震における損傷制御を目的とした設計が行われているものの，大地震後の継続使用性を確保

するための終局限界状態の構造性能に基づく設計はほとんど行われていない。そのような中，建築研究

所では 2013 年から 3 カ年実施した研究課題「庁舎・避難施設等の地震後の継続使用性確保に資する耐

震性能評価手法の構築」，基準整備促進事業課題である「基礎ぐいの地震に対する安全対策の検討」，2016

年より 3 カ年実施した指定課題「既存建築物の地震後継続使用のための耐震性評価技術の開発」におい

て，杭体やパイルキャップなどからなる杭基礎構造システムの大地震時の損傷評価を目的として，東北

地方太平洋沖地震や熊本地震における地震被害の収集・分析や被害再現のための構造実験，地震後継続

使用性を確保するための構造計算方法について検討を行ってきた[1-6][1-7][1-8]。その検討において，靱性の

ある既製コンクリート杭の開発，杭頭接合部で破壊する場合の構造性能評価，パイルキャップのせん断

終局耐力の評価等に関して課題を残していた。 

そこで建築研究所では 2019 年より 3 カ年で，指定課題「新耐震基準で設計された鉄筋コンクリート

造建築物の地震後継続使用のための耐震性評価手法の開発」の中でコンクリート系杭基礎構造システム

を対象とした構造実験を実施し，大地震後の継続使用性を確保するために靱性のある杭基礎構造システ

ムの開発及びその耐震性評価手法の検討を行った。具体的に本課題では，前課題で問題となった上記の

課題についての検討を実施するとともに，開発を行った靱性のある杭基礎構造システムを用いた試設計

を実施した。なお，この試設計では，日本建築学会から近年発行された基礎構造の構造性能を示した規

準や指針など[1-9][1-10][1-11]を反映して検討を行った。ただし，基礎部材の強度と変形性能[1-12]については，

本研究実施中に発刊されたため，対象外とした。 

図 1.2.2 に本資料の構成を図示したものを示す。2011 年東北地方太平洋沖地震で建築物の杭基礎，

特に既製コンクリート杭の被害が顕在化し，杭の被害が原因で上部構造が傾斜したことで，地震後継続

使用できなくなった例が見られた[1-2][1-3]。そこで，地震後の継続使用性を確保するための基礎構造の試

設計を実施した[1-6][1-7]ところ，場所打ちコンクリート杭のみ設計可能で，既製杭は設計できなかった。

また，基礎梁やパイルキャップを含めた杭基礎構造システムの構造性能評価ができておらず，実験によ

る検証が必要なことがわかった。そこで，既製杭や場所打ち鋼管コンクリート杭などの構造実験を網羅

的に多数実施し，構造性能を把握した[1-8]ところ，靱性のある杭基礎構造システムの開発が必要なことが

わかった。そのような状況のなか，第 2 編では，靱性のある既製コンクリート杭の開発として中実杭工

法の構造実験を実施し，また第 3 編では杭頭接合部で破壊することを想定した降伏埋込工法とパイルキ

ャップの保証設計についての破壊モード検証のための構造実験を実施した。第 4 編では，第 2 編と第 3

編で開発した中実杭工法と降伏埋込工法，また，既存の杭頭半剛接合工法などを用いて，試設計を行っ

た。また，この試設計では基礎梁やパイルキャップを含めた設計を実施した。 

 



第一編 全体概要 

1-3 

 

図 1.2.1 本資料の位置づけ 
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図 1.2.2 本資料の構成  
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